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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　原子炉との熱交換に用いる冷却材を循環させる一次冷却系と、一次冷却系からの排熱を
除去する二次冷却系と、を具備し、二次冷却系の冷却材からの熱を除去するための熱交換
媒体として大気を用いる原子炉ガスタービン発電システムの運転制御方法であって、当該
二次冷却系の大気の温度を測定し、測定した大気温度の設定温度からの変動幅を求め、当
該変動幅に応じた一次冷却系の圧力設定値を算出して、想定される圧力偏差を相殺するた
めに必要な冷却材の流量となるように一次冷却系に設けられたインベントリ調整弁の開閉
を制御し、一次冷却系へ冷却材を注入もしくは排出させ、原子炉出口温度を制御して原子
炉定格出力運転を維持する、原子炉ガスタービン発電システムの運転方法。
【請求項２】
　一次冷却系の冷却材として、ヘリウム、ネオン、アルゴン、クリプトン、キセノン、窒
素、二酸化炭素又はこれらの混合物を用いる、請求項１に記載の運転方法。
【請求項３】
　原子炉との熱交換に用いる冷却材を循環させる一次冷却系と、一次冷却系からの排熱を
除去する二次冷却系と、を具備する、原子炉の熱を利用して発電する原子炉ガスタービン
発電システムにおいて、二次冷却系の冷却材からの熱を除去するための熱交換媒体として
大気を用い、
　一次冷却系に設けられた１以上のインベントリ調整弁と、
　二次冷却系に設けられた大気温度計測系と、
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　当該大気温度計測系により計測された大気温度に基づいて、大気温度の設定温度からの
変動幅を求め、当該変動幅に応じた一次冷却系の圧力設定値を算出して、想定される圧力
偏差を相殺するために必要な冷却材の流量となるように当該インベントリ調整弁の開閉を
制御して原子炉定格出力運転を維持する制御系と、
を具備する原子炉ガスタービン発電システム。
【請求項４】
　一次冷却系の冷却材としてヘリウム、ネオン、アルゴン、クリプトン、キセノン、窒素
、二酸化炭素又はこれらの混合物を用いる、請求項３に記載の原子炉ガスタービン発電シ
ステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、二次冷却系の冷却材からの熱を除去するための熱交換媒体として大気を用い
る原子炉ガスタービン発電システムの運転方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　原子炉ガスタービン発電システムは、周囲温度の変動の影響を受けにくい海水を二次冷
却系の冷却材からの熱除去用熱媒体として使用することが多い。しかし、2011年3月に発
生した東日本大震災での東京電力福島第一原子力発電所の津波被害をうけ、二次冷却系の
冷却材からの熱を除去するために海水を用いる現状の原子炉ガスタービン発電システムの
運転方法の脆弱性が指摘されている。二次冷却系の冷却材からの熱を除去する熱交換媒体
として大気を用いることができれば、大量の海水を用いる必要がなくなり、原子炉を海岸
近辺に設置する必然性が減少する。
【０００３】
　本発明者らは、二次冷却系の冷却材からの熱を除去する熱交換媒体として大気を用いる
原子炉ガスタービン発電システム（以後「大気冷却型発電システム」と略す）を提案して
いる（非特許文献１）。本発明者らが提案した大気冷却型発電システムは、原子炉と、発
電用タービン、圧縮機、発電機、再生熱交換器及び前置冷却器を具備するガスタービン発
電系と、原子炉とガスタービン発電系との間で熱交換する一次冷却系と、ガスタービン発
電系からの排熱を大気中に放出する空気冷却器を具備する二次冷却系と、を具備する。
【０００４】
　しかし、非特許文献１に開示されている大気冷却型発電システムでは、大気温度が変動
した場合に、二次冷却系及び一次冷却系を介して大気温度の変動が原子炉に伝播してしま
うことから、原子炉下流にあるタービン翼の健全性を損なわせないため、又はタービン入
口温度条件を確保するため、制御棒の位置が変更されてしまい、原子炉出力が低下し、又
は定格値を超過してしまうなどの問題があった。すなわち、大気温度上昇時には、原子炉
出口温度が上昇し、制御棒が挿入され、原子炉出力は低下する。一方、大気温度下降時に
は、原子炉出口温度が降下し、制御棒が引き抜かれ、原子炉出力は上昇するため、結果的
に原子炉出力が定格値を超過することになる。このように、従来の大気冷却型発電システ
ムでは、大気温度の変動の影響が大きく、原子炉の定格出力運転を維持することが困難で
ある。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】Design Study of Air Cooled GTHTR300A for Inland Installation, X.
 L. Yan, H. Sato, S. Takada, Y. Inaba, Y. Tachibana, K. Kunitomi, Proc. PBNC 201
2, PBNC2012-FA-0049, March 18 -23, 2012, Busan, Korea (2012)
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
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　本発明は、大気温度の変動が生じても、原子炉の定格出力運転を維持することができる
大気冷却型発電システムの運転方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、大気温度の計測及びインベントリ調整弁の制御を組み合わせ、大気温度
の変動に応じて原子炉流量を調整し、原子炉出口温度を一定に保持することで、大気温度
変動の影響を受けずに原子炉の定格出力運転を維持することが可能な原子炉ガスタービン
発電システムの運転方法を提供する。
【０００８】
　すなわち、本発明によれば、原子炉との熱交換に用いる冷却材を循環させる一次冷却系
と、一次冷却系からの排熱を除去する二次冷却系と、を具備し、二次冷却系の冷却材から
の熱を除去するための熱交換媒体として大気を用いる原子炉ガスタービン発電システムの
運転制御方法であって、当該二次冷却系の大気の温度を測定し、当該大気の温度の変動幅
に応じて、一次冷却系に設けられたインベントリ調整弁の開閉を制御し、一次冷却系へ冷
却材を注入もしくは排出させ、原子炉出口温度を制御する、原子炉ガスタービン発電シス
テムの運転方法が提供される。
【０００９】
　測定した大気温度の設定温度からの変動幅を求め、当該変動幅に応じた一次冷却系の圧
力設定値を算出して、想定される圧力偏差を相殺するために必要な冷却材の流量となるよ
うにインベントリ調整弁の開閉を制御することが好ましい。
【００１０】
　一次冷却系の冷却材としてヘリウム、ネオン、アルゴン、クリプトン、キセノン、ラジ
ウム、窒素、二酸化炭素又はこれらの混合物を用いることが好ましい。
【００１１】
　また、本発明によれば、原子炉の熱を利用して発電する原子炉ガスタービン発電システ
ムにおいて、二次冷却系の冷却材からの熱を除去するための熱交換媒体として大気を用い
、一次冷却系に設けられた１以上のインベントリ調整弁と、二次冷却系に設けられた大気
温度計測系と、当該大気温度計測系により計測された大気温度に基づいて、当該インベン
トリ調整弁の開閉を制御する制御系と、を具備する原子炉ガスタービン発電システムが提
供される。
【００１２】
　原子炉ガスタービン発電システムは、原子炉と、発電用タービン、圧縮機、発電機、再
生熱交換器及び前置冷却器を具備するガスタービン発電系と、原子炉とガスタービン発電
系との間で熱交換する一次冷却系と、ガスタービン発電系からの排熱を大気中に放出する
空気冷却器を具備する二次冷却系と、を具備する。
【００１３】
　原子炉としては、黒鉛減速材を用いる高温ガス炉や炭酸ガス冷却炉、減速材を備えてい
ないガス冷却高速炉などを使用することができる。
【００１４】
　本発明の原子炉ガスタービン発電システムの一次冷却系の冷却材としては、ヘリウム、
ネオン、アルゴン、クリプトン、キセノン、窒素、二酸化炭素又はこれらの混合物を用い
ることが好ましい。
 
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、大気温度の変動の影響を受けずに、原子炉の定格出力運転を維持する
ことができ、原子炉稼働率の低下を防止することで経済性の向上が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の運転方法を適用することができる原子炉ガスタービン発電システムの概
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略を示す。
【図２】本発明の運転方法を適用することができる原子炉ガスタービン発電システムの別
の態様の概略を示す。
【図３】本発明の運転方法のフローチャートを示す。
【図４】比較例における前置冷却器の二次冷却系側の冷却材入口温度が１時間で２３℃か
ら４０℃に変動した場合の（ａ）圧縮機の入口温度及び流量の過渡応答、（ｂ）タービン
の入口温度及び流量の過渡応答、（ｃ）圧力比及び圧縮機とタービン効率の過渡応答、（
ｄ）原子炉出力の過渡応答を示すグラフである。
【図５】温度変化の間の圧縮機作動点の履歴を示すグラフである。
【図６】比較例における前置冷却器の二次冷却系側の冷却材入口温度が１時間で２３℃か
ら４℃に変動した場合の（ａ）圧縮機の入口温度及び流量の過渡応答、（ｂ）タービンの
入口温度及び流量の過渡応答、（ｃ）圧力比及び圧縮機とタービンの効率の過渡応答、（
ｄ）原子炉出力の過渡応答を示すグラフである。
【図７】実施例における大気温度上昇時の（ａ）圧縮機の入口温度及び流量の過渡応答、
（ｂ）タービン入口温度及び流量の過渡応答、（ｃ）圧力比及び圧縮機とタービンの効率
の過渡応答、（ｄ）原子炉出力の過渡応答を示すグラフである。
【図８】実施例における大気温度低下時の（ａ）圧縮機の入口温度及び流量の過渡応答、
（ｂ）タービン入口温度及び流量の過渡応答、（ｃ）圧力比及び圧縮機とタービンの効率
の過渡応答、（ｄ）原子炉出力の過渡応答を示すグラフである。
【図９】本発明の運転方法における空気温度変動と一次冷却系圧力及び原子炉入口温度と
の関係を示すグラフである。
【図１０】本発明の運転方法における空気温度変動と原子炉出口温度及び原子炉出力との
関係を示すグラフである。
【図１１】大気温度変動に対する原子炉出力を本発明の運転方法と従来の運転方法とを対
比して示すグラフである。
【実施形態】
【００１７】
　添付図面を参照しながら本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
【００１８】
　図１に、本発明の運転方法を適用できる原子炉ガスタービン発電システムの概略を示す
。図１において、原子炉ガスタービン発電システムは、原子炉１１と、発電用タービン１
２、圧縮機１３、発電機１４、再生熱交換器１５及び前置冷却器２１を具備するガスター
ビン発電系と、原子炉とガスタービン発電系との間で熱交換する一次冷却系１０と、ガス
タービン発電系からの排熱を大気中に放出する空気冷却器２２を具備する二次冷却系２０
と、を具備する。原子炉１１、再生熱交換器１５、前置冷却器２１は、一次冷却系の冷却
材を介して熱交換状態にある。
【００１９】
　原子炉１１によって加熱された一次冷却系の冷却材は発電タービン１２に送られ、原子
炉１１からの熱を発電タービン１２に伝播する。原子炉１１からの熱によって発電用ター
ビン１２が回転すると、圧縮機１３が作動して一次冷却系の冷却材を循環させるとともに
、発電機１４が駆動して電力が産出される。原子炉１１で加熱された一次冷却系の冷却材
は発電タービン１２で膨張し、再生熱交換器１５に送られて熱交換された後、前置冷却器
２１に送られ熱交換される。前置冷却器２１にて熱交換された一次冷却系の冷却材は、圧
縮機１３に送られる。圧縮機１３にて圧縮された一次冷却系の冷却材は、再生熱交換器１
５にて加熱された後、原子炉１１に送られる。二次冷却系では、前置冷却器２１にて一次
冷却系の冷却材との熱交換により加熱された二次冷却系の冷却材が空気冷却器２２に送ら
れて、大気との間で熱交換して冷却され、再び前置冷却器２１に戻される。
【００２０】
　一次冷却系１０には２個のインベントリ調整弁１６ａ及び１６ｂが設けられている。イ
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ンベントリ調整弁１６ａには冷却材供給タンクが接続されており、インベントリ調整弁１
６ａを開放すると冷却材が注入される。インベントリ調整弁１６ｂには冷却材貯蔵タンク
が接続されており、インベントリ調整弁１６ｂを開放すると一次冷却系１０内の冷却材が
貯蔵タンクへ排出される。二次冷却系２０に大気温度計測系２３が設けられている。イン
ベントリ調整弁１６ａ及び１６ｂは、大気温度計測系２３にて計測された原子炉建屋屋外
の大気温度の変動に基づいて開閉が調節され、一次冷却系１０に冷却材を注入もしくは排
出して、一次冷却系圧力を増加もしくは減少させて、原子炉流量を制御し、原子炉出口温
度を一定に維持する。インベントリ調整弁１６ａ及び１６ｂの開閉制御は、インベントリ
制御系１７によって行われる。インベントリ制御系１７は、大気温度計測系２３で計測さ
れた大気温度の変動幅に応じて、原子炉出力変動を予測し、インベントリ調整弁１６ａ及
び１６ｂの開閉を指示する。二次冷却系の大気温度計測系２３で計測した原子炉建屋屋外
の大気温度が上昇した場合には、インベントリ調整弁１６ａを開放又はインベントリ調整
弁１６ｂを閉鎖して、一次冷却系に冷却材を導入し、一次冷却系内の圧力を増加させる。
大気温度の上昇に伴い、原子炉入口温度は上昇するが、一次冷却系内の冷却材の圧力が増
加し、冷却材の流量が増加するため、大量の冷却材と熱交換した後の原子炉出口温度は上
昇せず、一定に維持され、原子炉出力も一定に維持される。二次冷却系の大気温度計測系
２３で計測した原子炉建屋屋外の大気温度が低下した場合には、インベントリ調整弁１６
ａを閉鎖又はインベントリ調整弁１６ｂを開放して、一次冷却系内の冷却材の圧力を減少
させる。一次冷却系内の冷却材の流量が減少するため、熱交換した後の原子炉温度は低下
せず、一定に維持され、原子炉出力も一定に維持される。
【００２１】
　図１には２個のインベントリ調整弁１６ａ及び１６ｂを設けて、一方のインベントリ調
整弁１６ａを冷却材供給タンクと接続させ、他方のインベントリ調整弁１６ｂを冷却材貯
蔵タンクと接続させた態様を示したが、インベントリ調整弁の数は２個に限定されず、１
個でも３個以上でもよい。冷却材の供給を制御するインベントリ調整弁だけでなく、冷却
材を除去するインベントリ調整弁も設ける態様では、冷却材貯蔵タンクに接続されている
インベントリ調整弁１６ｂを開放して、一次冷却系内から冷却材を流出させ、一次冷却系
内の圧力を低下させることができ、より正確な圧力制御が可能となる。
【００２２】
　図２は、複数のインベントリ調整弁１６ａ～１６ｄを具備する別の実施形態を示す。イ
ンベントリ調整弁は一次冷却系１０のいずれの位置に設けてもよい。インベントリ調整弁
の数は必要に応じて増減可能である。
【実施例】
【００２３】
　［比較例］
　本発明によるインベントリ調整弁の制御を行わなかった場合の大気温度変化による影響
を確認した。
【００２４】
　（１）大気温度上昇
　前置冷却器の二次冷却系側の冷却材入口温度が１時間で２３℃から４０℃に変動した場
合の（ａ）圧縮機の入口温度及び流量の過渡応答、（ｂ）タービンの入口温度及び流量の
過渡応答、（ｃ）圧力比及び圧縮機とタービンの効率の過渡応答、（ｄ）原子炉出力の過
渡応答を図４に示す。
【００２５】
　前置冷却器の二次冷却系側の入口温度が上昇するにつれ、圧縮機入口温度が上昇する。
この上昇により圧力比が減少し、一次冷却系の冷却材の流量が減少するが、圧縮機の効率
の減少は１％未満であり、サイクル効率の点からは無視できる。図５は、この温度変化の
間の圧縮機作動点の履歴を示す。圧縮機の作動点は修正流量の低い領域にシフトし、サー
ジ限界に対して平行な方向に移動するため、圧縮機の稼働の安定性は、大気温度上昇によ
る影響を受けなかったことを示す。一方、圧縮機入口温度の上昇は、原子炉入口に伝わり



(6) JP 6083861 B2 2017.2.22

10

20

30

40

50

、原子炉出口温度制御装置により原子炉出力が１００％から９４％に減少する。
【００２６】
　（２）大気温度低下
　前置冷却器の二次冷却系側の冷却材入口温度が１時間で２３℃から４℃に変動した場合
の（ａ）圧縮機の入口温度及び流量の過渡応答、（ｂ）タービンの入口温度及び流量の過
渡応答、（ｃ）圧力比及び圧縮機とタービンの効率の過渡応答、（ｄ）原子炉出力の過渡
応答を図６に示す。
【００２７】
　最初の１時間で、圧縮機入口温度が低下する。結果として、圧力比が増加するため、一
次冷却系内の質量流量が増加する。前置冷却器の二次冷却系側の温度低下が終了した後、
一次冷却系内圧力制御により一次冷却系内流量が増加するので、一次冷却系内の流量が徐
々に増加する。圧縮機及びタービンの効率はこの温度変動の間、変化しない。圧縮機の作
動点は定格値から始まり、図５に示すように、サージラインと平行な方向に移動するため
、圧縮機は大気温度低下に対して十分なサージマージンを有したまま作動できる。一方、
圧縮機入口温度の低下が原子炉に伝わり、原子炉出口温度制御装置により原子炉出力を１
００％から１０７％に増加させる。
【００２８】
　［実施例］
　本発明によるインベントリ調整弁の制御を行った場合の大気温度変化による影響を確認
した。
【００２９】
　（１）大気温度上昇時
　図７は、大気温度上昇時の（ａ）圧縮機の入口温度及び流量の過渡応答、（ｂ）タービ
ン入口温度及び流量の過渡応答、（ｃ）圧力比及び圧縮機とタービンの効率の過渡応答、
（ｄ）原子炉出力の過渡応答を示す。
【００３０】
　インベントリ調整弁を制御して、一次冷却系内に、冷却材（ヘリウム）を１時間で０．
０９ｋｇ／ｓの流量で導入した。冷却材（ヘリウム）の導入により、一次冷却系内の流量
は増加する。流量の増加は、原子炉の温度差が増加することによる偏差を相殺し、原子炉
出力を一定に維持する。
【００３１】
　タービン及び圧縮機の効率の変動は、１％未満であり、サイクル効率の点から無視でき
る。
【００３２】
　（２）大気温度低下時
　図８は、大気温度低下時の（ａ）圧縮機の入口温度及び流量の過渡応答、（ｂ）タービ
ン入口温度及び流量の過渡応答、（ｃ）圧力比及び圧縮機とタービンの効率の過渡応答、
（ｄ）原子炉出力の過渡応答を示す。
【００３３】
　インベントリ調整弁を制御して、一次冷却系から、冷却材（ヘリウム）を１時間で０．
１８ｋｇ／ｓの流量で抜き出した。インベントリ調整弁の制御により、一次冷却系内の冷
却材（ヘリウム）の流量は減少し、原子炉出力制御の偏差を相殺する。原子炉出口温度は
定格状態に維持される。タービン及び圧縮機の効率もこの過渡の間変化しない。
【００３４】
　本発明の方法により原子炉ガス炉ガスタービン発電システムの運転を制御した結果を表
１及び図９～１０に示す。図１１にはインベントリ調整弁の制御を行った本発明の運転方
法と制御を行わない従来方法との大気温度変動による原子炉出力に対する影響を対比して
示す。
【００３５】
　大気温度変動によるインベントリ調整弁の調節を行なわなかった場合に１７℃の大気温
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度上昇により原子炉出力が定格値に対して６％の低下を示したのに対して、本発明の方法
では一定に維持できた。また、従前の方法では１９℃の大気温度下降により原子炉出力が
定格値に対して７％上昇したが、本発明の方法では一定に維持できた。
【００３６】
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